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2-5  労働条件の明示 

 

 
 
使用者は、労働契約の締結に際し、「賃金、労働時間その他の労働条件を明

示」しなければならない（15 条 1 項）。明示すべき労働条件の範囲は施行規

則第 5条に定められている（則 5条 1項）  

 明示された労働条件が事実と相違する場合には、労働者に、労働契約の即

時解除権が認められている。就業のため住居を変更した労働者が解除日から

14 日以内に帰郷する場合は、使用者には、旅費負担の義務が生じる。（15 条

2,3 項） 

   

労働条件明示の時期  

 労働条件の明示は、労働者及び使用者が労働契約を締結するに際して、契

約上の権利義務関係を明確にし、「合意に基づいて締結する」（労働契約法第

3 条 1 項）ことによって、使用者があいまいな労働条件を利用して労働者に

不利な運用を押しつけることを防止することにあるから、「労働契約の締結の

際に、(事後でなく)前もって明示されなければならない。」 

 また、労働条件の事前提示は、労働者の契約締結の自由（締結しない自由

を含む。）を確保するうえでも重要である。 

 


